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正副議長・委員会の動き 

 

４月14日・広報広聴委員会 広報部会 ········································· 15:00 

 

４月16日・境議長   令和２年度おおむた「大蛇山」まつり振興会臨時役員会に

出席 

           ・総務委員長にも案内あり 

 

４月21日・境議長   令和２年度おおむた「大蛇山」まつり振興会臨時総会に出

席 

           ・総務委員長にも案内あり 

    ・総務委員会 ······················································ 10:00 

    ・各派代表者会 ···················································· 13:30 

 

４月24日・議会運営委員会 ·················································· 11:00 

 

４月28日・各派代表者会 ···················································· 10:00 

    ・議会運営委員会 ·················································· 11:00 
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●総務委員会                  （４月21日） 

【企画総務部契約検査室】 

１. 陳情審査 

 （１）地元業者の受注機会確保等に関する要望書について 

  上記について、陳情審査を行った。 

 

【消防本部】 

１．消防本部機構改革について 

上記について、令和２年度より、消防本部における行政事務を実施する組織と災害対

応するための隊の編成を明確に区別し、他本部との整合を図る機構改革を実施したとの

報告を受けた。 

  これを受け、消防本部における新型コロナウイルス感染症対策について質疑が交わさ

れた。 

 

【企画総務部】 

１．市庁舎の整備に関するアンケート結果と今後の進め方について 

  上記について、アンケート実施結果と分析内容を踏まえ、平成31年２月に策定の「大

牟田市庁舎整備に関する基本方針（案）の再検討を行う旨の説明を受けた。 

  これを受け、公民連携の実現可能性等の調査及び本館塔屋への応急措置等について質

疑が交わされた。 

 

２．大牟田市公共施設維持管理計画の改定について 

  上記について、パブリックコメントを実施した結果、市民意見の提出がなかったため、

原案のとおり改定を行う旨の説明を受けた。 

 

３．総合計画の推進について 

  上記について、令和３年度から市全体として取り組む主要な事業をまとめた市の方針

を新たに作成、公表することから、部局ごとに重点的に取り組む施策と事業を取りまと

めた部局の方針を廃止する旨の説明を受けた。 

  また、施策・事業に係る評価・検証シートと主要施策の成果及び基金の運用状況説明

書の重複による分かりにくさなどを解消するため、評価・検証シートを成果報告書に一

本化するとともに、重点事業の評価シートの様式についても見直し、全事業同一の評価

シートとする旨の説明を受けた。 
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  これを受け、市の方針における所管及び部局の方針の廃止等について質疑が交わされ

た。 

 

４．マイナンバーカードの普及促進及びマイナポイント事業に関する対応について 

  上記について、令和２年度からのマイナンバーカードを活用したマイナポイント事業

の実施に伴い、市民課内へのマイナポイント予約に係る支援ブースの設置に続き、カー

ド申請・交付ブースについても同課内に増設する旨の説明を受けた。また、実施予定の

カード出張申請については、市内における新型コロナウイルス感染者の発生などの状況

により一旦中止とする旨の説明を受けた。 

  これを受け、マイナンバーカードの交付状況及び情報の周知等について質疑が交わさ

れた。 

 

５．特別定額給付金（仮称）の支給に係る室の設置について 

  上記について、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策が閣議決定され、家計への支

援を行うための特別定額給付金（仮称）事業が実施されることとなったため、給付金事

業に対応する準備室の設置を行い、早急な給付金支給に向け、事前準備を進める旨の説

明を受けた。 

  これを受け、準備室の人員体制及び新型コロナウイルス感染症に対応するセクション

等について質疑が交わされた。 

 


